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現在 、 学 校 現場 で は これ まで の 教育 課程 に 加え て 、 新 型 コ ロナ ウィ ルス 感染 症 に よ 
る 学び の 保障 や 心 の ケア 、 感 染 症 対策 な ど 教 職員 が 対応 に 追わ れ 不断 の 努力 を 続け て 
いま す 。 2020 年 度 か ら は 小学 校 で の 新 学 習 指 導 要 領 の 外国 語 科 へ の 対応 に 加え 、 貧困 、 
いじ め 、 不 登校 、 障 が い の あ る 子ども へ の 配慮 な ど 解 決 す べ き 課 題 が 山積 し て お り 、 
子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 、 児 童 生 
徒 一 人 ひと り の 心 の 成長 や 諸 課 題 に 向き 合う 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 重要 で す 。 
その た め に は 、 少 人 数 教育 の 推進 を は じ め と する 加 配 措置 で は な い 定 数 改善 計画 に 基 
づく 教職 員 の 定数 改善 が 不可 欠 で す 。 

日 本 は 、 2011 年 か ら 3 5 人 以下 学級 を 進め て いま す が 、OECD 諸 国 と 比べ て 1 学級 
あたり の 児童 生徒 数 が まだ まだ 多く 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に 
は 、OECD 諸 国 並み に 1 クラス の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 国 は 旅費 ・ 教 材 費 ・ 恩 給費 ・ 共 済 費 ・ 退 職 手 
当 及び 児童 手当 な ど 一 般 財 源 化 を 進め 、 さ ら に 小泉 政権 下 の 「 三 位 一 体 改革 」 で 国庫 
負担 率 を 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ まし た 。 地方 交付 税 全体 が 削減 され る 中 、 
各自 治 体 で は 厳し い 財 政 状 況 に も か か わら ず 、 独 自 予 算 で 加 配 措置 に 伴う 少 人 数 学級 
を 進め 対応 し て いま す 。 し か し 、 自 治 体 の 財政 規模 に よっ て 教育 格差 が ボ 生 じ る こと は 
大 き な 問 題 で す 。 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ 
る こと が 憲法 上 の 要請 で あや る こと か ら 、 す べ て の 地域 に お いて 必要 な 教職 員 を 確保 す 
る た め の 財 源 保障 と し て 、 国 の 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する 必要 が あり ます 。 ま た 、 
学校 施設 の 老朽 化 や 耐震 不足 へ の 対応 、 通 学 路 の 安全 確保 な ど 、 教 育 環境 の 整備 に 関 
する 教育 予算 全体 の 拡充 も 求め られ て いま す 。 

こう し た 観点 か ら 、2021 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 を 実現 する よう 強く 求 
め ま す 。 






































































































































































































































































































































































































































記 
1 . 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 な 学級 規模 は 、OECD 諸 国 並 み の ゆ た か な 教 
育 環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 を めざす こと 。 
2. 子 ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
3. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義務 教育 費 国 庫 負担 制度 の 堅持 と 
と も に 、 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
4 . 学校 設備 整備 費 、 就 学 援助 費 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教 育 予算 の 充実 の た 
め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 







































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 





